
金　　　額 金　　　額

3,342,424,908 958,443,923

16,390,000 266,789,791

1,185,858,863 71,086,226

604,396,597 94,852,529

162,925,882 47,882,670

1,353,925,672 204,930,564

9,916,484 103,579,631

9,011,410 108,158,000

647,289,562 43,282,802

430,978,269 17,881,710

219,844,431 115,527,476

3,327,430 115,527,476

12,734,215 1,073,971,399

938,577 (純 資 産 の 部）

45,660,464 2,899,102,641

148,473,152 90,000,000

3,391,172 400,000,000

1,365,371 400,000,000

2,025,801 2,409,102,641

212,920,121 22,500,000

44,535,880 2,386,602,641

10,006,000 925,000,000

13,426,241 1,461,602,641

109,000,000 16,640,430

35,952,000 16,640,430

2,915,743,071

3,989,714,470 3,989,714,470

当期純利益　507,070,280

貸　　借　　対　　照　　表
（令和８年３月３１日現在） 近鉄車両エンジニアリング株式会社

科           目 科           目

（資　産　の　部） 円 (負　債　の　部） 円

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 工 事 未 払 金

完成 工事 未収 入金

未 成 工 事 支 出 金

未 払 金

貯 蔵 品

未 払 費 用

未 成 工 事 受 入 金

前 払 費 用

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

未 払 消 費 税 等

その 他の 流動 資産

短 期 貸 付 金

構 築 物 退 職 給 付 引 当 金

完成工事補償引当金固 定 資 産

その他の流動負債有形固定資産

無形固定資産

そ の 他 資 本 剰 余 金

土 地

負 　債　 合　 計

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品 株 主 資 本

機 械 装 置

固 定 負 債建 物

利 益 準 備 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

投資その他の資産

電 話 加 入 権

その他利益剰余金投 資 有 価 証 券

別 途 積 立 金

利 益 剰 余 金

保 証 金

ソ フ ト ウ エ ア

繰 越 利 益 剰 余 金長 期 前 払 費 用

資　 産 　合 　計 負 債・純 資 産 合 計

評価・換算差額等繰 延 税 金 資 産

その他有価証券評価差額金そ の 他 の 投 資 等

純　資　産  合　計



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

 （１）重要な会計方針
a．有価証券の評価基準および評価方法

　（評価差額は全部純資産直入法、売却原価は移動平均法）

ｂ．棚卸資産の評価基準および評価方法
： 移動平均法による原価法

ｃ．固定資産の減価償却方法
： 定率法

： 定額法
ｄ．引当金の計上基準

：
　　
　　

：
：
：
　　
　　

 （２）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
a．消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。
ｂ．グループ通算制度の適用

近鉄グループホールディングスを通算親法人とするグループ通算制度を導入しております。

を検討し、回収不能見込額を計上することとしております。なお、当期末現在の

引当残高はありません。
賞 与 引 当 金 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。あああああ
完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、見積もり補償額を計上しております。
退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当

期末において発生していると認められる額を計上しております。ああああああああ

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

そ の 他 有 価 証 券

市場価格のない株式等以外のもの ：時価法

市場価格のない株式等 ： 移動平均法に基づく原価法

貯 蔵 品

有 形 固 定 資 産
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）、
ならびに平成２８年４月１日以降に取得した建物付属設備および構築物

については、定額法を採用しております。
無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金 営業債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、


